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1 はじめに 

 

筆者が古希を過ぎても研究を続けている原動力は，定年退職を機に進んだ

博士課程の研究過程の出来事にある。研究の内容は，軽微な犯罪を繰り返す

高齢者の犯罪原因を探ることであったが，現地調査で面談した更生保護施設

の施設長から，「自分の支援の実践に揺るぎない自信を持っているが，どう

して効果があるのか分からない。その理論的裏打ちを考えてほしい。」とい

う依頼を受けた。博士研究では，生得的な中枢神経系の感受性（BIS/BAS）
の強弱と人生の初期に経験した環境（社会経済的地位・親子関係など）との
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相互作用によって発現したセルフコントロールの低さが高齢者の犯罪行動に

関係しているという仮説を曲がりなりにも証明することができたと考えてい

るが，いまだ施設長から頂いた課題に答を出すに至っていない。 
ところで筆者は，警視庁を定年退職した後に再就職した一般企業において

社員相談や公益通報の受付・調査・是正に従事し，日々，生きづらさを抱え

ている社員の問題改善の手伝いをしている。そのような中で，ここ数年，障

害のある社員に関わるトラブルが増加してきた。実際に扱ってみると非常に

奥が深く，「めんどうな社員をどうやって排除するのか」という昭和時代的

な考え方では到底太刀打ちできないと悟った。そこで，会社に下命されたわ

けではないが，一昨年春，一念発起してソーシャルワークを学ぶため福祉系

大学に編入した。このように，研究の延長ではない理由で社会福祉の勉強を

始めたのだが，勉強を始めた途端，障害者をめぐるソーシャルワークの動向

と犯罪者処遇をめぐる動向が軌を同じくしていることがわかり，目から鱗の

思いがした。同時に，自らのBPS（Bio-Psycho-Social）アプローチに基づく

研究の方向性が間違っていないという確証を得たし，仕事と福祉の現場とい

う点と点が線でつながり，さらに研究へと広がって面になるという大きな成

果があった。 
本稿では，これまでの研究に加え，たまたま仕事の必要で勉強した社会福

祉的視点を踏まえ「更生保護の現場で行われている生活支援に効果があるの

はなぜか。」という課題について検討する。 
現在，職場では，障害者雇用を根本的に見直すプロジェクトで提言する機

会を与えられているが，相次ぐ法定雇用率の引き上げ等によって身体障害者

の獲得競争が激化した影響で精神障害者（発達障害を含む。）の雇用に目が

向けられている。このような社会情勢の中で，最近，発達障害の特性に見ら

れる現象を，能力の欠如や優劣ではなく「人間のゲノムの自然で正常な変異」

として捉えて包摂していこうとする Neurodiversity という考え方が台頭し

ている。イギリスでは，司法省，運輸省，保健省，教育省がけん引している

ようだが，我が国では経済産業省が旗を振っている。ヒトの脳の器質の違い

を異常ではなく多様性と捉えて社会に包摂するというNeurodiversity は，ま

さに更生保護における生活支援と方向性を同じくする考え方である。 
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2 問題意識 

 
筆者は，約 1 か月間，更生保護法人「更新会」で社会福祉士の実習をさせ

ていただいたが，そこでは「人間的な触れ合いの中で醸成される信頼関係を

もとに環境調整を行っていく実践」が行われていた。筆者は，この実践につ

いて，筆者の研究の基礎である人間科学的な視点から「ヒトの学習機能に根

差した人生の学びなおし」ではないかとの仮説を立てた。そして，この「ヒ

トの学習機能」を知ることこそ，どのような処遇が再犯防止に効果があるの

かを知ることでもあると考える。いうまでもないが，ここでいう「学習」と

は，正解があって先生が教えるということではなく，「ヒトの変化全般の認

知的変化」という意味である。本稿において「ヒト」というときは，人間の

生物的側面を指すことをお断りしておく。 
石川先生の著書『犯罪者処遇論の展開』1から一部を拝借すれば，本稿では，

犯罪を「生物学的素質ないし心理学的傾向という個体的因子と自然的・社会

的な環境因子との必然的産物」と捉える特別予防モデル，つまり，犯罪行動

をソーシャルワークの基本である BPS（Bio-Psycho-Social）モデルで捉え，

改善・社会復帰は，「学習モデル」と「福祉・教育モデル」に基づいて検討

するということにほかならない。余談であるが，筆者は，刑事上の責任を巡

る自由意思論対決定論をはじめ，行刑の内容，法的規制原理など刑事政策上

の論争に決着がつかない理由の一つは，人間の脳の働きが解明されていない

からだと思う。したがって，更生保護の実践の効果を考えるには，現在の脳

科学の研究成果を考慮する必要があると考えている。 
 

3 Neurodiversityとは 

 
経済産業省の報告書によればNeurodiversity とは，脳・神経の Neuro と

多様性の Diversity の 2 つを組み合わせた造語であり，脳や神経，それに由
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来する個人レベルでの様々な特性の違いを多様性と捉えて相互に尊重し，そ

れらの違いを社会の中で活かしていこうという考え方と説明されている2。特

に，発達障害において表象される現象を，能力の欠如や優劣ではなく「人間

のゲノムの自然で正常な変異」として捉えるという概念である。 
同報告書では，諸外国，特にヨーロッパにおいて医学や心理学から出発し

た発達障害という「概念や疾患名」に対して，治療が必要か否かという論争

が起き，これに対し，障害は社会にあるとする社会モデルが影響を与え，ダ

イバーシティの観点から，「人間のゲノムの自然で正常な変異」として理解

されるようになったものとされている。ただし，そもそも我が国にはニュー

ロダイバーシティの議論がほとんどないことや，障害は治療や支援の対象と

いう独特の理念があると指摘している。実は，いまだにWHO から，「日本

の障害者政策は医学モデルから脱却できていない。」と批判されている3。 
我が国で経産省が主導している理由は，発達障害のある方々の中には，物

事に対する集中力や記憶力といった一芸に秀でた方がいるので，少子高齢化

による人手不足を解決すると同時にDE&I を推進する政策として，その一芸

に秀でた方々に産業界（特に ICT 部門）で活躍して頂こうという考えだと思

う。 
また，最近は，「全ての人々はニューロダイバースである。」という考え

方，つまり，我々人間は多かれ少なかれ，みんな脳の働きに凸凹があるのだ

から，発達障害を「正常と異常」と二分するのではなく「スペクトラム（連

続体）」として捉える傾向にある4。2022 年に，アメリカ精神医学会の「精

神疾患の診断・統計マニュアル」DSM-4 がDSM-5-TR に，WHO の「疾病，

傷害及び死因の統計分類」ICD-10 が ICD-11 に改定され，スペクトラムと捉

えることが明確になっている。 
 

4 刑事施設法及び刑法の改正とアセスメントツール 

 
刑事施設法では，受刑者の改善更生と社会復帰に向けた処遇が，刑法では，

拘禁刑について改善更生という目的と受刑者の特性に合わせ，作業や教育を
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柔軟に組み合わせた処遇がそれぞれ明記されている。管見の限りではあるが，

刑事法学者，矯正・更生保護関係者，福祉関係者，いずれの立場からも，現

実問題として受刑者に対する社会復帰のための処遇の必要性を認めている。

ただし，自由刑純化論との矛盾を解消するため，拘禁によって場所的移動の

自由をはく奪するという「刑罰の内容」と社会への再統合を目指す「行刑の

内容」とを区別して考えているように思う。 
矯正の現場では，これに先立って，刑事施設入所者を対象とした「受刑者

用一般アセスメントツール（Gツール）」，少年鑑別所入所者を対象とした

「法務省式ケースアセスメントツール（MCJ（Ministry of Justice Case 
Assessment tool）），保護観察対象者を対象としたアセスメントツール「CFP
（Case Formulation for Probation/Parole）」といった再犯・再非行確率や

指導・支援の必要性等を評価する科学的な根拠に基づくツールや犯罪の種類

に応じた処遇プログラムがすでに導入され，社会内処遇における更生保護に

も変化がみられる。法務省は，これらのアセスメントツールは，ボンタとア

ンドリューズが提唱したリスク・ニード・レスポンシビリティ（RNR）原則
に基づいていることを明らかにしている5。 
リスク・ニード・レスポンシビリティ（RNR原則）の特徴としては，第 1

に，「犯罪行動の定義」が挙げられる。ボンタとアンドリューズは，「犯罪

行動には，多くの多様な行動が含まれており，より一般的な種類の行動の一

部であって，犯罪に固有の特殊な行動ではない。」としている。そして，「RNR
モデルの基盤は一般的パーソナリティ理論及び認知社会的学習理論に基づい

ており，犯罪行動を含むすべての行動は学習されたものであることを前提と

している。したがって，犯罪者の再犯防止のための処遇の手法としては，認

知行動療法の考え方に基づくアプローチが効果的であり，反社会的思考を社

会適合的思考に変化させることが重要である。」としている6。 
第 2 は，実証的研究結果のメタアナリシス分析に依拠している点が挙げら

れる。つまり，過去 100 年にわたる犯罪心理学研究の成果から再犯を予測し

得る主な事象は何かについて抽出している。具体的には，犯罪行動予測因子

として，West & Farrington（1977）の縦断的研究（1961 年～現在継続中）

の成果を，犯罪行動相関因子として，Glueck & Glueck（1950）及びHirschi
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（1969）の横断的研究の成果を用い，重回帰分析によって犯罪行動の説明効

果量を測定している。さらに，これら量的研究で得られた知見を質的研究で

得られた知見と突合し，社会通念との整合性を常に意識している。 
第 3 は，それら犯罪行動の相関因子や予測因子を取り除くことで犯罪行動

の抑止効果があるのか，因子を取り除くためにはどのような方法が効果的か

ということについて，更生保護の現場において検証している点が挙げられる。 
一方，我が国の政策決定者や研究者には，いまだに心と脳の働きを別の次

元と考える文化が色濃く残っているおり，こういった犯罪心理学研究に対す

る意識として，脳科学＝ロンブローゾの生来的犯罪人説，DNA決定論，ニュ

ーロン決定論という懐疑がある。また，脳神経科学の研究者の考え方が局在

論（還元論）に傾きがちで，脳の微細な活動の解明をもって，人間の行動の

すべてが決定できると結論付けたがるという問題もある。そもそも，ヒトの

思考や行動の原理を完全に解明することは未来永劫できないかもしれない。

しかし，再犯問題は現実として世界的な重要課題として現存しているし，各

国の矯正当局が非常に汎用性が高い RNR 原則に依拠することを選択してい

ることも事実である。筆者は，過去の犯罪研究で犯罪の原因として提示され

てきたことは，刑罰と同じで，人間が考えたものであるから，多くの人々が

社会通念として納得できる限り，それはそれで正しいと捉えるべきだと思っ

ている。しかし，「では，なぜ，人間は，そういった原因で犯罪行動を選択

するのか。」という人間の認知や行動のプロセス解明に意を払う研究は，少

ないと思っている。 
 

5 「Nothing Works」という教義の影響 

 
犯罪者の処遇が「治療モデル」から「ジャスティスモデル」に変化したき

っかけがマーティンソンの「Nothing Works」という見解にあるとする研究

者は多い。藤本（2024）は，「アメリカの犯罪学者は，1960 年代まで犯罪を

する何らかの原因があるのだから，その原因を探求し，それを除去するこが，

再犯を防止する重要な施策と考えていたが，矯正の分野において Nothing 
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Works という考え方が台頭し，犯罪の原因は構造的であり，犯罪は社会正義

を通じてのみ減らすことができるという専門的イデオロギーにとってかわら

れた。」と述べている。そして，専門的イデオロギーが現れた背景として，

ベトナム反戦運動，政界スキャンダルなど国内外の情勢が大きく影響したこ

とや，アメリカ国民がケネディ‐ジョンソン政権下のWar on Poverty 施策

の費用対効果を疑問視したことなどを挙げ，「それらが複合的に絡み合い，

一気に厳罰化の道を突き進むことになった。」と述べている7。さらに，「マ

ーティンソンらの Nothing Works という教義に対する挑戦が，主としてと

は言わないまでも，犯罪学以外の学者，それもしばしばアメリカ以外の学者，

すなわちカナダの心理学者からもたらされたということは，1970 年代の後

半から 1980 年代の前半にかけて多くの批判的犯罪学者らがアメリカからカ

ナダに拠点を移したという事実を別としても，驚くべきことではないだろう。」

8と，犯罪学者らしい視点で述べている。 
筆者は，藤本の指摘に基づき Nothing Works という教義に対する挑戦が

カナダの心理学者からもたらされたことについて調査する過程で，カナダは，

ノーマライゼーションの父といわれるスウェーデンのニィリエ（Nirje, B.）
に委託するなどして，先鋭的に精神障害者の脱施設化を推進した国として注

目されているという事実を確認した。そこで，カナダにおける障害者，特に

精神障害者に対する権利擁護政策が犯罪者処遇をめぐる国際的な動向に対し

てどのような影響を与えているのか概観する。 
第一次世界大戦（1914 年～1918 年）は，ヨーロッパにおいて大量の障害

者を生み出した。 
しかし，身体障害のある人を単に保護することは財政的に困難であったこ

とから，障害があっても労働者として自立できるようにするため職業リハビ

リテーションという概念が生まれ，日本にも紹介された。日本では，1923 年

に発生した関東大震災によって大量の障害者が発生したことをきっかけに，

福祉ではなく公益性を重視した職業リハビリテーションがなされ，1937 年

の盧溝橋事件を契機に戦時厚生事業に移行することにより一層強化された。 
そして，障害者への教育訓練に特化した支援からの転換を図るうえで大き

な役割を果たしたのは，北欧の「ノーマライゼーション」の理念やアメリカ
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の「自立生活（Independent Living：IL）運動」9が，障害者を排除している

社会的障壁を問題にしたことであるとされている。 
「ノーマライゼーション」とは，「障害者を排除するのではなく，障害を

持っていても健常者と均等に当たり前に生活できるような社会こそが，通常

な社会である。」という考え方をいう。この概念は，1950 年代にデンマーク

のバンク・ミケルセン（Bank-Mikkelsem, N. E.）によって提唱され，1960
年代にスウェーデンのベンクト・ニィリエ（Nirje, B.）により世界中に広め

られた。ニィリエは，1971 年から 1974 年まで，カナダ政府の委託でカナダ

でのノーマライゼーションの推進に寄与したとされている10。また，ノーマ

ライゼーションの理念からスティグマ理論や役割理論を提唱して施設化を批

判したアメリカ在住ドイツ人のヴォルフェンスベルガー（Wolfensberger, W.）
は，1964 年から 1971 年の間，トロント精神遅滞研究所で研究員として活躍

している11。 
このような中，1980 年にWHO が発表した「医学モデル」に基づく ICIDH

（国際障害分類）に対し，カナダのケベック州のグループが「個人因子では

なく，それを阻害する環境因子を重視すべき」とする「カナダモデル」を提

唱して反対した。結局，WHO はカナダグループなどの批判を受け，2001 年

に「社会モデル」に基づく ICF（国際生活機能分類）を発表するに至った12。

そして，この環境重視の説がひろく諸外国の障害者運動に影響を与え，日本

の障害者関係法令もこの考えに基づいている。カナダは，1970 年代初頭から

各州政府が精神病院の閉鎖を本格的に進めたとされているが，年代的にみて

もニィリエやヴォルフェンスベルガーの存在が大きく影響したと思われる。 
さらに，ストレス研究で後のノーベル生理学賞に影響を与えたセリエ

（Selye, H.）の活躍，1986 年にカナダで第 1回健康づくり国際会議が開催

され，オタワ憲章が採択されたことなど，心理学を基礎とした人の健康保健

に関わる研究や実践がカナダから発信されてきたことも無関係ではないと考

えられる。 
1960 年代までは，国連でもあまり障害者問題は注目されず，障害者の人権

問題は締結国や国連関係者の外にあったが，北欧のノーマライゼーションな

ど脱施設化運動などの影響で 1971 年に「知的障害者の権利宣言」，1975 年
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に「障害者の権利宣言」が議決された。しかし，これらは具体的な法的拘束

力を持たないため，1981 年の国際障害者年以降，1982 年の障害者の世界行

動計画の策定，その実施に向けた国連障害者年の 10 年（1983〜1992 年）の

設定などのキャンペーンが展開された。 
国際障害者年のテーマは「完全参加と平等」，スローガンは「Nothing About 

Us Without Us」であった。この言葉は，自らも筋萎縮症による障害者であ

りコミュニティベイスドリハビリテーション（CBR）の実践家であるデビッ

ド･ワーナー（David Werner）が 1970 年代から用い，1980 年代から障害当

事者団体のスローガンとなり，さらに 2004 年の国際障害者デーの標語や

2006 年 12 月 13日の国連総会「障害者の権利条約の採択前の国際障害コー

カス（International Disability Caucus：IDC）」の発言の締めくくりにも用

いられている。 
この年から始まる一連のキャンペーンは，日本の障害者福祉制度の転換点

とされる。こうした世界的潮流を背景として，2006 年の第 61回国連総会に

おいて「障害者権利条約」が採択された。この一連の流れは，障害者を保護

の対象から権利の主体へとその障害者観を変容させる国連の取り組みの歴史

であり，その到達点がこの条約であるとされている。 
従来の「障害」の捉え方は，心身の機能の障害のみに起因するとする「医

学モデル」の考え方を反映したものであったが，この条約では，障害者が日

常生活や社会生活において受けるさまざまな障壁と相対することで生ずると

する「社会モデル」の考え方が取り入れられている。日本政府は，この「障

害者権利条約」に 2007 年に署名したが，国内法を整備する必要があったた

め批准は 2014 年であった。 
我が国では，「障害者権利条約」と「国際生活機能分類（ICF）」の障害の

考え方を踏まえ，2011 年に障害者基本法を改正した。障害者基本法第 2 条第

1項は，障害者について「身体障害，知的障害，精神障害（発達障害を含む。）

その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であって，

障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受

ける状態にあるものをいう。」と定義している。そして，同条第 2項は，社

会的障壁について「障害がある者にとつて日常生活又は社会生活を営む上で
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障壁となるような社会における事物，制度，慣行，観念その他一切のものを

いう。」と規定している。つまり，「障害者」とは，単に障害があるだけで

なく，社会的障壁によって日常生活や社会生活に継続的かつ相当な制限を受

ける人をいう。そして，「社会的障壁」とは，設備などの物理的な問題だけ

ではなく，制度，慣行，観念など一切のものを含むとしている。 
説明が長くなったが，筆者が冒頭，「障害者をめぐるソーシャルワークの

動向と犯罪者処遇をめぐる動向が軌を同じくしていることがわかり，目から

鱗の思いがした。」と述べた理由について理解して頂けたならば幸甚である。 
とはいえ近代の精神医学は，精神障害の客観的な診断・分類を重視してき

た。1990 年以降，そうした従来の精神医学と精神科医療に対して，当事者に

よる語り，当事者との対話を重視する潮流が生まれている。具体的には，ナ

ラティブアプローチや当事者研究の取り組み，オープンダイアローグである。

これらは，最近の犯罪研究にも導入されているが，精神障害を抱えた人の問

題を特定するのではなく，問題を語りあい，その問題を共同しながら複数の

人々で背負うところに特徴がある。一方，こうした医療従事者などの専門職

と障害者の対等な関係性について，専門職側からさまざまな抵抗も起きてい

ることも事実である。 
筆者は, 2023 年の日本犯罪社会学会でアメリカ犯罪学会会長のマルナ

（Maruna, S.）先生の講演を聴講した。そこでは，「犯罪からの立直り（デ

シスタンス）理論」や当事者自身すなわち「経験者としての専門家」の参画

による調査研究やアドボカシー活動」について話されたが，その中で

「Nothing about Us without Us」（我々を抜きに，我々のことを決めるな）

という国際障害者年のスローガンを力説した13。2022 年の国連アジア極東犯

罪防止研究所の「刑事政策公開講演会」でも同様のことを述べている14。 
恥ずかしながら，筆者は，自分が社会福祉の勉強をしていなければ，この

つながりを理解することはできなかった。会場で，この言葉を聞いて「やっ

ぱり，そうか！」と鳥肌が立ったことをはっきり覚えている。 
 

6 ヒトの学習機能にこだわる理由 
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脳科学における「学習」の定義は，「外的世界の内部モデルを形成するこ

と。」とされている。そして，AI技術で用いられているニューラルネットワ

ークは，ヒトの脳のニューロン（神経細胞）とシナプス（ニューロン間の接

合部）の回路を数学的に模したものである。当初の機械学習AI は，データを

たくさん読み込ませ，文字や物体を認識させるといった何かしらの「分類」

をさせることが主だったが，最近は，オープンAI 社の Chat-GPT をはじめ

とした生成モデルが開発され，人間の職業を奪うまでになっているし，AI に
人間が支配されるのではないかという危険性まで指摘されるようになった。 
生成 AI モデルが可能になった背景には，半導体の飛躍的な性能向上によ

ってニューラルネットワークが学習する項目（パラメータ）や階層を増やす

ことができるようになったからだと言われているが，その数はヒトの脳の性

能には到底至っていない。ただ，AI の方が人間より記憶する速度や量がすぐ

れているので何でも知っているように人間側が勘違いしてしまうだけである。

筆者は，AI は，外部感覚器としての肉体とそれをフィードバックする複雑な

神経経路をもたなければ人間と同じことはできないと思っているが，AI が出
す答えを真実だと思い込んでしまう人間の単純さを危惧している。 
ここで述べたいことは，AI が人間にとって代わるということではなく，極

論をいえば，ヒトの脳は究極のAIだということである。つまり，ヒトは五感

の作用で外部から得たデータを学習し，認知や行動に表しているということ

である。極端な例を挙げれば，支持者が多いライフコース理論でSampson & 
Laub（1993）15やMaruna（2001）16が主張する「結婚や就職」，「回復の

脚本」といった犯罪からの立ち直りのきっかけは，まさしく「認知の変化」

として捉えることができ17，この認知の変化とは，脳のニューロンとシナプ

スの変化，つまり「学習の結果」のことである。従って，すべての議論は，

この「ヒトの学習機能」という基本原理を抜きに考えることはできない。そ

して，ヒトという種の脳の基本的プログラムは同じでも，遺伝的な影響によ

って感受性の違いがあるので，その感受性が弱かったり強かったりすると反

応が違ってくる18。筆者の主張は，これら認知の変化メカニズムは，脳の学習

機能に依存しているという事実に議論の焦点を当てるべきであるということ
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である。それは，法学者や法執行者が脳科学や神経心理学を深く追及する必

要を求めるものではないが，人間の行動に関する基本原則に基づいた議論を

すべきであるという主張である。 
それでは，こういった学習理論に基づいた犯罪研究にはどのようなものが

あるだろうか。 
まず，心理学的学習理論では，アイゼンク（Eysenck, 1972）の考え方を揚

げることができる。彼は，「なぜ多くの人々が犯罪者にならないのかを説明

すること」に力点をおき，「犯罪行動は，神経系の特徴とある環境条件との

間の相互作用の結果」であると述べた19。そして，「犯罪行動の促進又は抑制

に関わる良心は，幼少期の条件付けによって成立するものであるから，犯罪

行動は，行動療法によらなければ除去できず，精神分析やカウンセリングな

どの治療法では不可能」と結論づけている20。 
アイゼンクの弟子であるグレイ（Gray, 1991）は，アイゼンクの理論をよ

り神経生理学的な基盤に沿うように修正し，「犯罪行動は，BIS/BAS という

中枢神経系の感受性のバランスと環境の相互作用の結果だと」主張した21。

筆者は，この「BIS/BAS」を測定する尺度を使って研究をしている。 
アイゼンクやグレイは，主に動物実験によって「強化学習（条件付け）」

という理論を打ち立てたが，バンデュラ（Baudura, 1973）は，人間は「強

化刺激がなくても社会の中で認知を通して学習が行われる。」という社会的

学習理論を確立した。そして，「犯罪は，その人の行動レパートリーの中に

組み込まれていき，特定の条件下に置かれると具体的な犯罪行動として表面

化する。」と延べ，「犯罪を抑圧する手法は，直接問題になっている，望ま

しくない行動型を学習理論に従って除去することだ。」と主張した22。 
次に，脳神経科学的学習理論は，自由意志の理論と同じく，大きく還元主

義と全体主義に分けることができる。まず，還元主義的な考え方として，ク

オーツとセヨノウスキ（Quartz & Sejnowski, 1997）は，「我々がどんな経

験をするかによって神経連絡パターンの構築が決定づけられる。」と主張し

た23。また，ペリーとポラード（Perry & Pollard, 1998）は，「乳幼児期に敷

設された脳内回路は，成人期に敷設されたものよりも脱落抵抗性がある。つ

まり，あらゆる体験は，否定的な回路で処理される可能性があるから，否定
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的な体験によって組織された脳は，あらゆる種類の反社会的行動につながる

おそれがある。」と主張した24。 
全体主義的な考え方として，ル・ドゥ（LeDoux, 2002 =森・谷垣, 2004）

は，「神経科学者が一般的に問題とする意識の脳内過程よりも，むしろ意識

に上らない脳内過程が，実は人間の行動の基本の大部分を占めている。」と

述べた。そして，「ばかばかしくない意味のある還元主義的な立場から」と

前置きしたうえで，「人格は，脳内のニューロン相互の接続パターンであり，

その接合部であるシナプスを通して行われ，過去のシナプス伝達によって書

き込まれた情報が呼び起こされることによって行われることを考えれば，自

己とはシナプス的なものである。つまり，学習とは遺伝子的にプログラムさ

れた学習能力に依存しており，人格の一貫性がもたらされるのは，学習と，

それによってシナプスが生み出した結果である記憶とが主要な役割を果たし

ている。」と述べた25。そして，「心理療法自体も学習経験であり，シナプス

の変化が関係している26。脳の回路と心理学的経験とは別べつなものではな

く，むしろ同じことの異なる表現なのである27。脳は子ども時代に，遺伝子と

環境の両方の影響によって組み立てられ，それぞれの神経システムにおいて，

シナプス接続は環境に誘発される神経活動によって調節される28。」と主張

した。 
また，ル・ドゥの師匠であるガザニガ（Gazzaniga, M. S.）は，ヴィゴツ

キーの知性仮説を取り上げ，「人類が進化の過程で複雑な技術，文化的制度，

記号体系などを生み出すには，競争ではなく協力が必要だった。そして，人

間は自動的なプロセスがいくつも働いているので，激変する生活環境は人間

の行動や思考，さらにはゲノムにまで影響を及ぼし，遺伝的同化とニッチ構

築によってボールドウィン効果を発揮するようになった。」と述べた29。ま

た，「個人の行動を制限したことが，最終的に遺伝子変異を招くと同時に遺

伝子プールも変化し，攻撃性といった情動反応を制御する選択システムがで

きあがった。複雑な社会的相互作用を可能にするには，他者の精神状態を理

解する能力であるとし，他人が考えている内容をある程度の正確さで推測で

きるのは，人間が生来持つ能力である。」と述べ，これらの能力を「心の理

論」と名づけた30。さらに，「自由意志という概念は，人類史の特定の時代に
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支持されていた社会的，心理的信念から出てきたものであり，現代科学の知

識が背景にないだけではなく，矛盾さえしている。自由意志は統制されたも

のではなく，脳内のモジュールに分散され，モジュールが従わなくてはなら

ない規則にある。精神プロセスが脳を制約し，また，その逆という二つのイ

ンターフェースで起きている。」と述べた31。そして，「我々が下す決断はす

べて『接近』か『回避』かの選択に基づいており，道徳的判断も例外ではな

い。これらの決断はバイアスメカニズムの影響下にあり，そのメカニズム自

体は人間が標準装備して生まれてくる情動を引き出している。」と主張した

32。 
最後に，社会学的学習理論だが，サザランドに師事したジェフェリー

（Jeffery, 1976）は，「犯罪行動は学習行為であり，サザランドの異質的接

触理論は基本的に正しいが，修正されるべきである。」「人間の行動は物理

的有機体と物理的環境の相互作用であるのに，犯罪社会学者は，行動の遺伝

的根拠を否定し，犯罪が発生する環境を無視している。」とサザランドやシ

カゴ学派をはじめとするアメリカ犯罪学の考え方を厳しく批判した33。これ

に対しバージェスとエイカーズ（Burgess & Akers）は，ジェフェリーの考

え方に同調しながら，「逸脱行動の社会的学習理論は，異質的接触，異質的

強化，意味付与及び模倣という変数によって多くを説明できることが強く支

持される。」と述べた34。 
 

7 ボンタとアンドリューズのRNR理論 

 
 ボンタとアンドリューズ（Bonta & Andrews, 2018）が，「セントラルエ

イト」と呼ぶリスク・ニーズ要因（再犯を予測する 8 つの因子）とは，「静

的リスク」として，犯罪歴という 1 つの因子，「動的要因（教育をとおして

改善を働きかける内容）」として，犯罪指向的態度，犯罪指向的交友，反社

会的パーソナリティ・パターン，家族・夫婦，学校・仕事，物質乱用，レジ

ャー・レクリエーションという 7 つの因子の合計 8因子である。おそらく，

読者の多くは「そんなことわかっている。どうやって教育するかが問題だ。」
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とお考えになると思う。 
実は，このように，鳴り物入りで矯正や更生保護の現場で取り入れられた

RNR 原則に基づくアセスメントツールや処遇プログラムだが，欧米による

実証実験においてもすべてがうまくいっているわけではないし，うまくいっ

ていないほうが多いようである。ボンタとアンドリューズは，北米・ヨーロ

ッパにおける保護観察官向けの研修プログラムの実践結果について，「犯罪

者に接している矯正担当者自身が自分の行動や考え方を変えるという『ヒト

の学習機能』と『認知行動療法』を体験・理解した上で手順に従って処遇を

実践すべき」と主張した。つまり，カントの教えのとおり「どんなに優れた

理論でもそれを実践する人間が理解していなければ無用の長物であり，反対

に，どんなにすぐれた人間の行為でも理論なしでは無謀だ」ということであ

る。そして，それ以上に我々自身が，自分の経験則から抜け出して新たな様

式を取り込むこと，つまり，自分の脳のニューロンとシナプスの回路を書き

換えることは苦手なのだと思う。だからこそ，ボンタとアンドリューズは，

犯罪者に接している矯正担当者自身が自分の行動や考え方を変えるという

「ヒトの学習機能」と「認知行動療法」を体験・理解した上で手順に従って

処遇を実践すべきだと主張している35のだと思う。 
そして，RNR原則では，反応性を重視する。それは，その人に少しでも「変

わろう」という気持ちがなければ効果がない。あるいは，逆効果だと言われ

ているからである。つまり，対象者に教育を施す側が，クライエントに対す

る正しい接し方や正しい認知行動療法を体得していなければ，効果がないと

いうことでもある。さらに，ポージェス（2025）は，「自律神経が穏やかな

時，つまり心理的安全性が図られる状況にあると課題解決能力が上がる。」

という結果を報告した36。それは，人間同士の信頼関係があると自律神経が

安定し心拍数や血圧が下がり，ヒトの無意識のモードが「闘争や逃避」とい

った関係から「学習」へと変化するからである。これらを総合すれば，SST
や認知行動療法をはじめとする更生保護における生活支援は，人間的な触れ

合いのもとで「自分は安全だ」と感じられる状況下で行われなければ効果が

ないということになる。 
 生島（杉原紗千子・生島浩・久保貴, 2011）をはじめとする臨床心理実践家
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が，「犯罪心理臨床としての基本である『ケースを個別に大切にしていく』

ことが重要である。」と述べ37，さらに，「あくまで軸足は立ち直り支援であ

り，再犯リスクやそのうち介入によって修正できる認知・行動の歪みといっ

た犯因性のニーズへの着目は支援過程における手段にすぎず，我々の本務は，

対象者の地域生活支援のニーズに即応したアプローチの追求である。」「再

犯リスクを含めた紆余曲折を複層的・俯瞰的な見方を基盤としてナラティブ

アプローチに着目するが，立ち直り支援に結び付くアセスメントで重要なの

は，その事実をどのように本人自身が体験してきたかであり，『当事者の体

験からリスクを読み取る』面接の能力こそが，アセスメントのポイントであ

る。」「RNRモデルは，エビデンスが明示されているとして，認知行動療法

が唯一推奨されることは，多様性に富んだ，障害・疾病も併存している対象

者が目立つ非行・犯罪臨床においては使い勝手がよくない。」と述べている

のも38，こういった理由からだと思う。 
 

8 おわりに 

 
 加藤ら（2017）は，「児童や少年の非行や犯罪をきっかけにかれらと出会

う人々は，かれらが立ち直り，望ましい生き方ができるように働きかけてい

く。その根底には，適切な大人のかかわりが健全な生き方を学ぶことにつな

がるという考えがあり，児童福祉の理念とも一致している。だが，それは，

実は大人でも同じではないだろうか。罪を犯した大人に対しても，適切な社

会とのかかわりと専門的な支援が必要なのではなかろうか。」と述べている

39。 
筆者は，更生保護の現場で現に行われていることは，まさに，この「適切

な社会とのかかわりと専門的な支援」による人生の学びなおしだと結論付け

られると思う。更生保護の対象者は，生まれ育ち，年齢，知的能力，性格な

ど，ほんとうに多様性に富んでおり，現場での生活支援は，まさに

Neurodiversity の視点をもって，個性に合った「ケースワーク」が行われて

いると感じた。そこで，一番重要なことは，信頼関係の醸成だと思う。その
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理由は，先程紹介した脳神経科学者のガザニガがいう「人間本来の他者理解

能力を回復する」ことやポージェスがいう「心理的安全性を図り，課題解決

能力を上げる」ための必要条件だからである。 
大人でも子どもでも脳のシステムは同じだが，子どものほうが経験の少な

い分，脳の可塑性に富んでいるだけで，向社会的な認知に変化させることは

人間同士のつながりの中でしかできないはずである。その基本が，ヒトの自

律神経系を安定させる信頼関係だと思う。確かに，記憶にも残らない幼少期

に，劣悪な環境下において犯罪行動を選択するように学習した大人の脳内の

ニューロンとシナプス回路を向社会的な内部モデルに書き換えるには，書き

込みに失敗した時期まで遡及しなければならないとしたら並大抵のことでは

ないと思う。しかし，科学技術の発展は，ヒトの脳の学習機能を明らかにし

つつある。 
そういった意味で「ポリヴェーガル理論」は，ヒトの中枢神経系（自律神

経系）の働きに関する非常に新しい研究結果であり，今後，我が国の更生保

護の臨床において研究が進むことを望んでいる。 
犯罪からの立ち直りにかかわる諸問題に関しては，法学者や法執行者も科

学技術・知識に基づいた証拠と社会通念との整合性を常に意識しながら，ヒ

トの脳の学習プロセスを視野に入れた議論をすべきではないだろうか。 
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